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国民生活センター分科会 

 

 

消費者庁関連法について 

 



３:連絡に

問題

消 費 者

１：・受付等に問題

・窓口不明

・受付拒否

・たらい回し

２：情報共有に問題

４：分担・連携に問題

５:権限の

不行使

６:権限の不備

（すき間等）

事 業 者

一元的な消費者相談窓口の設置

情報の一元的集約・分析

消費者に身近な諸法律を所管

消費者行政の司令塔として
各省庁に勧告、措置要求

１．

２．３．

４．５．

１．～６．

消費者安全法によりすき間事

 案に対応・新法の企画立案

６．

これまでの消費者行政の問題点と消費者庁の創設を通じた対応

消費者庁創設後これまでの問題点

Ｂ省
（部局）

A省

（部局）

窓 口 窓 口



消費者庁関連３法の関係について

＜消費者庁設置法案＞
○任務、所掌事務、消費者委員会、等

＊これに併せて内閣府設置法を一部改正（消費者政策担当の内閣府特命担当大臣を常設）

組織法

作用法

措置要求 措置要求

す

 き

 間

＜消費者庁及び消費者委員会設置法＞

す

 き

 間

○基本方針の策定
○地方自治体の事務（苦情相談、あっせん等）

○消費生活センターの設置
○消費者事故に関する情報の集約
○消費者被害の防止措置（公表、措置要求、事業者への勧告・命令等（＊））

＊事業者への勧告（点検、修理、表示等）

 

⇒

 

勧告内容の実施命令
（重大事故発生の急迫した危険がある場合）

 

譲渡、使用禁止等

 

⇒

 

回収等の命令

＜消費者安全法＞

(事業者への

勧告・命令等）

(事業者への

勧告・命令等）

＜関係法律の整備法案＞

○各府省庁からの移管・共管
○一体的運用

（表示）景品表示法、JAS法、食品衛生法

 

等

（取引）特定商取引法、特定電子メール法、
貸金業法、割賦販売法、宅建業法、
旅行業法

 

等

（安全）消費生活用製品安全法

 

等

各
省
庁
所
管
法

各
省
庁
所
管
法

＜関係法律の整備法＞



消費者庁及び消費者委員会創設後の消費者行政のイメージ消費者庁及び消費者委員会創設後の消費者行政のイメージ

消

費

者

相談・
苦情

事

業

者

保健所、警察
消防、病院

 

等

連
携

勧告・命令、立入り等

措置要求・勧告等

各

省

庁

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー(

地
方
公
共
団
体
）

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー(

地
方
公
共
団
体
）

助言
あっせん
啓発

消費者事故について公表・注意喚起、
広報、消費者教育

支援

・ｾﾝﾀｰの設置拡充､相談員

 
の養成等（基金の上積み､

 
新たに増大する業務に係

 
る人件費等を対象に）
＊国の支援の在り方等に

 
ついて検討

消費者の提案、通報、申出

指導啓発・取組支援

重大事故の報告
問い合わせ

「
誰

 
も

 
が

 
ア

 
ク

 
セ

 
ス

 
し

 
や

 
す

 
い

 
一

 
元

 
的

 
な

 
相

 
談

 
窓

 
口

 
」

○
独
立
し
て
職
権
を
行
う

○
重
要
事
項
に
つ
い
て
建
議
等

○
関
係
行
政
機
関
に
対
し
て
資
料
要
求
等

○
内
閣
総
理
大
臣
に
対
し
勧
告
・報
告
要
求

（内
閣
総
理
大
臣
か
ら
各
省
大
臣
に
措
置
要
求
等
）
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等

○
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○
情
報
を
一
元
的
に
集
約
し
、
調
査
・分
析

○
消
費
者
行
政
の
司
令
塔
と
し
て
、
各
省
庁
に
対
し
、
勧
告

○
縦
割
り
を
超
え
て
新
法
を
企
画
立
案

○
消
費
者
に
身
近
な
諸
法
律
を
所
管

○
消
費
者
安
全
法
に
基
づ
き
、
各
省
へ
の
措
置
要
求
、

す
き
間
事
案
へ
の
対
応

消費者庁
＊内閣府の外局として設置

 

消費者庁
＊内閣府の外局として設置

地方の提案

情報
(重大事故は直ちに）

消費者委員会
*内閣府本府に設置

 

消費者委員会
*内閣府本府に設置

建議、資料要求等

内 閣 総 理 大 臣内 閣 総 理 大 臣

処
分
・
指
導

建
議
、

資
料
要
求
等

分析結果等の報告

国民生活センター

・相談員への研修

 

・商品テスト
・裁判外紛争解決等

 

国民生活センター

・相談員への研修

 

・商品テスト
・裁判外紛争解決等

情報
（重大事故は直ちに）

消費者政策担当大臣消費者政策担当大臣
建議･勧告等

事務局
事務局



消費者庁及び消費者委員会組織図

内 閣 総 理 大 臣

消費者庁

 

（定員202人）

内 閣 府 特 命 担 当 大 臣

事務局

事務局長

参事官（１）

＜司令塔部門担当（１）及び
執行部門担当（１）＞

食品
表示課

消費者
情報課

消費者
安全課

＜ 司 令 塔 部 門 ＞ ＜ 執 行 部 門 ＞

政策
調整課

取引
・物価対策課

表示
対策課

総務課

（※）非常勤。なお、３人は常勤的に勤めることを
可能にする。
また、２年以内の常勤化を図ることを検討。

企画課

＜内閣府の外局＞

審議官（２）

参事官（２）

消費者庁長官

次 長

＜内閣府本府に設置される
第三者機関 ＞

消費者委員会

 

（委員10人以内※）
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